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日本統計研究所『統計研究参考資料』

の発刊にあたって

今日，わが国において統計と統計制度をめぐって提起されている問題は数多い。

国の統計資料体系全体の再編成が新ＳＮＡないしポスト新ＳＮＡとして論議にのぼ

り，「社会」統計への関心が高まっている。こういった方向を技術的に支えるもの

として統計の作成，加工，貯蔵，検索の場でのコンピューターの利用も焦点の問題

である。しかしこれらの動向はとくに地方統計の貧困に象徴されるように，社会経

済の実,情を正しくとらえるもの，また国民本位の統計作成，利用に充分資するもの

であろうか。そして国の統計体系の大がかりな統計再編の構想の一方で，統計作成

の現場においては，被調査者への過重負担，プライバシー問題等でいわゆる「調査

環境の悪化」が進み，新しい統計資料の獲得はもちろん，統計の精度の維持が以前

にまして困難になってきている。こういった事態の中では，国民的な統計教育の内

容と在り方も問われざるを得ないであろう。

活動を再開した日本統計研究所は，研究課題の重点の一つを，統計制度の再検討

におき，1976年３月に「日本統計研究所研究所報NUL１』を発刊した。『研究所報」

は，統計制度を中心に，統計に関する主要な問題，さらには統計による日本経済・

社会の現実分析などについて論文，ノートを中心に今後も定期的に発行していく予

定である。と同時に，研究所では，これらの研究課題との関係で，とくに外国の統

計事情，研究動向など注目すべき資料を収集・公表していくことを必要と考えた。

ここに「日本統計研究所，統計研究参考資料」を発刊する所以である。

すでに「研究所報」発行の際に述べたとおり，日本統計研究所の活動は，法政大

学の研究員のみではなく，広く法政大学内外の研究者と中央，地方の現場の統計家

のご協力を得ておし進めていきたいと考えている。「所報Nql」発行の際のアンケ

ートには多くのご協力を得，今後の活動の貴重な参考にさせていただいている。今

後も各種のご意見，ご協力をいただければ幸いである。
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訳者解説

日本統計研究所「統計研究参考資料Ｎｕｌ」として，ここに翻訳紹介するのは,国際連合「国

際統計の手引き」（UnitedNations“StatisticalOffice，園ＤＩＲＥＣＴＯＲＹＯＦＩＮＴＥＲＮ‐

ＡＴＩＯＮＡＬＳＴＡＴＩＳＴＩｃＳ'，，StatisticalPapersSeriesM・ＮＯＬ５６，ＳａｌｅｓＮｕＢ７５ＸⅦ

ｌ１ｐｐ,２９６，（１９７５）の第一部，国際統計事業の第Ｉ章とこれに関連する若干の附属資料

である。そこで以下，この「手引き」について，訳出部分である第一部第Ｉ章に関して，ま

た附属資料について少し説lUlを加えておこう。

l国際連合統計局「国際統計の手引き」の内容については，まず附属資料１の①に収録し

た目次を参照していただきたい．２９６ページにわたる「手引き」は，第一部，ＩＥＩ際統計事

業，第二部，lEjKI際統計系ﾀ'j，第三部，１１J際統計標準，第四部，lIil際統計のコンピュータ化，

という全４部からなっている。各部の内容についての簡単な説明が「説明ノート」として

各部の冒頭に与えられている。そこで附属資料１の③に収録しておいた。この『手引き」

の成立経過・目的については，その序言に一定程度与えられているので，附属資料１の②

に収録しておいた。これら附属資料を参照すればわかるとおり，要するに，１'１際統計を整

備する必要が強くなっている中で，その整備事業の主要な一環として，あしかけ６年にわ

たる準備を経てとの「手引き」は成立している。第一部は国連を中心とする国際統計機関

のしくみ，相互関係，活動内容についての説明であり，第二部は，テーマごとに整理された

国際統計資料の一覧表であり，資料を提供している機関，出版物名等も添えられている。

第三部には，これら統計資料の基礎概念を与える国際的レベルでの統計概念，標準，勧告

が列挙されており，第四部には，国際統計資料を，コンピューターに貯蔵する作業が現在

急速におしすすめられている事態を反映して，国際機関の所有コンピューターと統計資料

のコンピューターへの貯蔵状況が与えられている。このうち第二部と第三部の内容に相当

するものは，以前に，StatisticalPapers，SeriesMで個別に出版されている。すなわち

それぞれ，､AListofStatisticalSeriesCollectedbylnternationalOrganization,，

（pp､56）StatisticalPapersSeriesM・Ｎｕｌｌ，１９５１（revisedl955），と‘Directory

oflnternationalStandardsforStatistics”（ｐｐ，１９），StatisticalPapersSeries

M．Ｎ０１９，１９５５（revisedl960）である。しかしこの「手引き」の第二部，第三部は，

国際統計資料のその後の発展を反映して，それぞれより豊富なものとなっている。これに

第一部，第四部が加えられて１冊の書物となっているわけであるから，この「手引き」は

やはり国際統計に関しての集大成的案内書として最重要のものといえるであろう。
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2．このうちわれわれがとくに注目しているのは，国際統計制度について説明した第一部で

ある。第２次大戦後とくに統計の国際比較可能性の増大と各国統計,体系の整備をめざして

の，国連を中心とする諸機関による国際統計活動の各国統計への働きかけ，影響がとくに

大きくなり日本についていえば，逆にこの国際統計の動向に一定の影響を与え，とくに

アジア地域においては，統計「先進」国として諸国に影響力をもつにいたっている。こう

いった事態の中では，国際統計活動がどういった機関によって，どのように進められてい

るのか，すなわち国際統計制度を理解しておくことが重要である。ところで，この国際統

計制度について総括的に説明を与える試みはこれまで乏しかったのではあるまいか。国連

を中心とする各機関が，それぞれ発行する統計年報，ないしマニュアル，テクニカル．ガ

イド等に付されている解説，各国政府統計機関の統計誌，あるいは研究者の論文等で個別

的にふれられてきたにとどまるように思われる。ここでこの「手引き」の第一部は，国迎

機関（第１章），国連専門機関（第Ⅱ章）の統計事業の概要を制度的枠組みとともにとり

あげ，諸機関相互の調整活動（第Ⅲ章），技術援助（第Ⅳ章）をとりあげ，さらに国連以

外の主要国際統計機関の活動（第Ｖ章）を一括して説明している。もとよりこの説明はあ

くまで概略的なものにとどまるものではあるが，国際統計活動の制度的側面の概略をとら

えるためには有効なものといえる。

３との『統計研究参考資料ﾉﾘｆｌ」で訳出したのは，第一部の第１章である。ひきつづき

「ルＫ２」において第一部の残りの章を紹介する予定である。この第Ｉ章は一読すればわか

るとおり，序章的に，国際統計機関全体に言及しつつ，主として国連統計委員会，国連統

計局，地域経済委員会ごとの地域統計家会議をとりあげている。日本統計研究所では．

これら機関ごとの各定例会期の状況と発行文献のリスト整理に一部着手しつつある。

『妬１」で紹介した機関との関連で，附属資料２として，１９５２年の『統計組織に関す

る国連国際セミナー』の際に「国際統計体系の機構」というテーマに参加したＨＣａｍｐｉ

ｏｎの報告要旨「国連統計委員会について」を訳出紹介した。『研究所報〃6ｍ」で紹介し

た同じくＷ、Ｒ・Leonardの「国際連合諸機関の統計業務について」とともに参照され

たい。

なお，「４６ｍ』でとりあげた機関に関してわが国で論じたものとしては少ないなかで次

のものがある。

後藤憲章「国際連合の統計活動について」経済統計研究会「統計学」１号

１９５５．６

北川豊・島崎尚美「国際統計の動き」，「統計学」13号1964.10

大泉悦郎「国連出版物について－国連の統計活動を中心にして』（統計参考

の

、

凸

､
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資料４K33）アジア経済研究所１９６８１０

大泉悦郎「国際機関相互間における統計活動の問題」，「アジア経済」

１９６９．４

同「国連データ・バンクの機能と日本における利用可能性」，「統計情

報ｊＶｏｌｌ９，〃6m21970.10

三浦由己「国連アフリカ経済委員会（ＥＣＡ）の統計活動概観」，助川編『ア

フリカの統計事情』アジア経済研究所1971.４

外務省国際連合局社会課「国連経済社会理事会の機能委員会」1969．

この他に行政管理庁統計主臺幹『統計愉報」が各期統計委員会の模様を伝えているほか，国

連統計機構についても，いくつか報告している。（ＶＯＬ５－ﾉﾘＫ６，Ｖ０１．６－ｍ８，

Ｖo１．１２－妬２，ＶｏＬ１４－４６【８９，１０，ＶＯＬ］８－妬１１等）。

4．この「統計研究参考資料妬１」は，法政大学経済学部，伊藤陽一，森博美が担当して，

訳出し，解説を加えた。

5．原文のイタリック部分は，訳文ではゴシックとした。ただし，地域経済委員会の統計会

議を，ＴｈｅConferenceとしている部分（とくにＢの２）では，一時的な会合をふくめて

の会議と区別するために，原文にはないゴシックをあてた。なお国連の機構および活動の

詳細部分については，わが国では必ずしも定訳はない。この点で訳出の不適切な部分につ

いては改めて行きたいと考えているので，忌禅のないご指摘をいただきたい。

凸
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統計責任と組織；国際連合

Ａ制度的枠組み

この書物でひんぱんに使われる「国連システム」ということばは次のもの，すなわち国連

事務局，国連機関（ＵＮ､bodies），専門機関，国際原子力機関（ＩＡＥＡ)と関税と貿易に

関する一般協定（ＧＡＴＴ）をふくむ。国連事務局は事務総長ないしその代理人，事務局の

諸部局，地域経済委員会，国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ），国連工業開発機関（ＵＮＩ

ＤＯ）そして国連環境計画（ＵＮＥＰ）からなっている。

国連機関（ＵＮ・bodies）は国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ)，国連開発計画（ＵＮＤＰ)，

国連避難民高等弁務官（ＵＮＨＣＲ），国連訓練調査研修所（ＵＮＩＴＡＲ），国連パレス

チナ難民救済事業機関（ＵＮＲＷＡ），国連社会開発調査協会（ＵＮＲＩＳＤ），国連社会

防衛研究協会（ＵＮＳＤＲＩ）をふくむ。さらにここには二つの共同計画，すなわち世界食

糧計画（国連とＦＡＯの共同計画）と蛋白質諮問グループ（国連，ＵＮＩＣＥＦ，ＦＡＯ，

ＷＨＯ，ＩＢＲＤ等の共同）がふくまれる。

憲章の第57条と第63条の下に，国連と関係をもっている12の専門機関がある。それらは，

国際労働機関（ＩＬＯ），国連食糧農業機関（ＦＡＯ），国連教育科学文化機関（ＵＮＥＳ

ＣＯ），国際民間航空機構（ＩＣＡＯ），世界保健機関（ＷＨＯ），国際復興開発銀行（Ｉ

ＢＲＤ），国際開発協会（ＩＤＡ），国際金融公社（ＩＦＣ），国際通貨基金（ＩＭＦ），

万国郵便連合（ＵＰＵ)，国際電気通信連合（ＩＴＵ），世界気象機関（ＷＭＯ），政府間

海事協議機関（ＩＭＣＯ），世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）である。専門機関とともに，

国連との間に別の関係をもつ二つの機関がある。国際原子力機関（ＩＡＥＡ）は，その活動

の性格からして，経済社会理事会よりも総会を通じて国連に関係しているし，また安全保障

理事会とも関係をもつ。関税と貿易に関する一般協定も，形式的には専門機関の一つではな

いが，それらとともにリストされる組織の一つである。とりあげた機関のすべてが国際統計

活動との関連では非常に重要とはいえないにしても，大部分はある程度かかわりをもち，し

たがってかなりの程度まで分散があるといえる。この分散がどの程度であるかを理解するに

は，よく「集中型」あるいは「分散型」と特徴づけられる国の制度から類推して考えてみる

とよい。集中型の場合には，国全体についての総合的な社会経済統計の枠組みを編成し運営

することについて，単一の中央統計機関が責任をもつ。分散型の場合には，国のレベルでい

、

、
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〈つかの部局が自らの分野の統計を収集し，集計し，発表することに責任をもつ。このよう

な制度の下では，ふつう，いくつかの部局，集団あるいは委員会に，その国内部の統計活動

を調整するための一定の責任が負わされる。当然，これらの概念は相対的にすぎない。実

際には，統計制度は一つのスペクトルを形成しているとみてよく，その中での権限や責任の

集中の程度によって，一つの制度の位置が決まるのである。統計制度は，ある程度まで幅の

広い群に分類されうる。しかし統計制度のスペクトルは色彩スペクトルに似てごくわずかに

互に変っていく隣りあう群として特徴づけられる。とはいえ意味をもち認定可能なのは次の

四つの大きなグループであると思われる。

タイプＡ、主題別に分散し，最小限の調整を伴う統計制度

タイプＢ、主題別に分散しているが，一つの調整機関をもつ統計制度

タイプＣ、一般的な統計に関しての－つの大きな作業局と－つの調整機関をもつ統計制

度

タイプ，．統計について責任をもつ単一の部門をもつ統計制度

主題別に分散して最小限の調整を伴う統計制度（タイプＡ）にあっては，いくつもの部局

が各自の分野において統計の収集，集計，発表について個別に責任を負う。さらに国の統計

の全領域を監視する何らかの部局，グループないしは委員会があるが，これらは調整のため

の政策を実施するための強い権能も充分な資金ももっていないのがふつうである。当然それ

は勧告以上の刀をもたない，とはいえ種々の統計単位（statisticalunit）の間の連結ない

しは結合のⅧ要因を提供する。

主題別に分散しているが一つの調整機関をもつ統計制度（タイプＢ）は，何らかの部局，

グループないしは委員会が統計活動の調整について責任と何らかの権限をもつものである。

各部局は自らの関わる特定の領域においては綿密な注意を払い，また専門化し，その関心と

資力に応じて統計の見地からみて発展するのである。調整機関は諸々の部局の間での大きな

矛盾や重複を除去し，重要でありながら無視されている分野において効率的に資料の生産を

促進するであろう。

一般的な統計に関しての－つの大きな作業部局と－つの調整機関をもつ統計制度（タイプ

ｃ）は次の考え，すなわち，ある統計は一つの行政部門の活動からえられ，あるいはそのた

めに用意され，その部門にとって特別な利害と重要性をもつのに対し，他の統計は一つの部

門の作業から作られるのではなく，いくつかの目的に対しても社会全体に対しても役立つ，

という考えにもとづいている。大きな統計局の責任は多様でありうるが，このタイプの統計

制度の本質的特徴の－つは，統計作業の重要な分野のいくつかは，独立の部門の責任として

残るということである。何らかの大きな統計局は，一定の主要な統計分野について，そして

●

〃
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他の統計単位に対して一定の業務を供給する点について責任をもつうえに，しばしば，すべ

ての統計を調整することにも責任を負っている。この調整機能は，ときには，一つの部局で

はなしに審議会や委員会のような諮問機関におかれていることもある。

統計について責任をもつ単一の部門をもつ統計制度（タイプＤ）においては，単一の中央

の統計業務が社会全体の社会・経済活動のすべての面にわたる統計情報を収集し，集計し，

公表する。

これら統計制度の四つのタイプは国についての取合わせであるが，との分類は現在の国際

統計制度の評価にも適用してよい。

国際統計制度は，国連以外の組織をふくめた全体としては，タイプＡに似ているようである。

国連家族内部で動いている制度はタイプＣに近い。しかし国におけると国際的な場との間

の大変重要なちがいは強調されるべきである。国の統計制度は，そのタイプはどうあろうと

も，それは一つの国，すなわち－つの特定の社会に役立つものである。この点において国の

すべての統計業務は，その構造にかかわらず類似している。いうまでもなく，これは国際統

計制度にはあてはまらない。例えば厳密に地域をベースに行なわれている国際統計業務があ

る。他方で国連システムの統計業務は単一の世界社会に役立つという段階に近づいている。

しかし，その構成員がちがうために，国連システムの内部においてさえ，種々の機関の統計

業務が直接役立とうとする「諸社会」の構成員に一定のちがいが残っている。この結果，調

整され総合された国際統計計画をなし遂げるうえで必要な，制度的，組織的見地は複雑な性

格になる。多種の国際統計活動や計画を調べる際には，国連システムの内部における権限，

機能，一般的管理調整を考慮に入れるべきである。

本章の以下の猪節と次章の諸節は，国連システム内部の諸機関の一般的機能と各機関の統

計責任の全体を示す。このことは各機関の統計作業が各機関の基本的目的と密接に関連し，

そしてそれに規定されているので，必要なのである。

}

▲

Ｂ政府間機関

1．統計委貝会の位置と役割

国連統計委員会及び他の国連機関の権限と活動を分析するに先だって，その意思決定の

序列一この中で統計作業もなされるのであるから－を考えておくことが必要である。

統計活動はそれ自体が目的なのではない。統計作業は行政的ないしは財政的制度の一部
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といえるが，より一般的には，経済，社会問題を理解し，それら領域において開発計画を

作成するための一つの道具である。本節で考察されるのはこれらの機能である。

国連憲章の第55条は，諸国間の安定と福利の諸条件をつくりだすとの見地から次の点を

規定している。「国連は，（a)一層高い生活水準，完全雇用，経済的及び社会的進歩と発

展の諸条件，（b)国際的な経済,社会,健康と関連する諸問題の解決，を促進する」。これ

らの諸機能を遂行する最終責任は総会にあるのだが，憲章は経済社会理事会の創設にむけ

て次の点を規定した。すなわち経済社会理事会は「経済的，社会的，文化的……そして関

連する国際的諸事項に関して研究及び報告を行ない，あるいは発議し，これらの事項に関

して総会，国連加盟国，関係する専門機関に対して勧告をすることができる。理事会はそ

の権限に属する事項について総会に提出するための条約案を作成することができる」（第

62条）。つまり，この理事会（現在の構成員数は52名）は，総会の権限の下に，国連の経

済的，社会的活動に関して責任をもっている。

経済社会理事会はその仕事を次のような補助機関を通じて行なっている。すなわち５つ

の地域委員会（ヨーロッパ，アジアと極東，ラテンアメリカ，アフリカ，西アジアの各委

員会），７つの機能委員会（統計委員会，人口委員会’社会開発委員会，人権委員会，婦

人の地位委員会，麻薬委員会，多国籍企業委員会）そしていくつかの常設委員会である。

この補助機関に加えて，関連するいくつかの機関がある（とくに国連児童基金の管理委員

会，国連開発計画の理事会）。

国連の統計活動は，理事会と事務総長の両方に助言する統計委員会の指導の下に行なわ

れる。との委員会の準備会は１９４６年にひらかれ，第１会期は１９４７年であった。そのす

べての会期の日時と場所は後に示す。最初の構成員数は12名であったが１９５１年に15名，

１９６２年に18名，１９６７年に24名に増えた。それにしても最も小さな機能委員会である。

この委員会の構成員国は次の型によって地理的に公正に分布するよう理事会で選ばれる。

』

■

（a）アフリカ諸国から５名

（b）アジア諸国から４名

に）ラテンアメリカ諸国から４名

（d）西ヨーロッパとその他の諸国から７名

に）東ヨーロッパの社会主義諸国から４名

任期は１９５６年から４年間，それ以前は３年間であった。

その準備会（nuclearsession）の勧告にもとづいて統計委員会は創設され，その付託

条項は1946年６月21日の経済社会理事会の決議８(Ⅱ)によって与えられた。かくして理事会
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｛ま首尾一貫し，かつ有効な国際統計制度という目的を承認した。委員会のいくつかの勧告

は遅れなしに履行された。例えば，国連と専門機関との間の統計の調整のために提案した

条項は，国連とある専門機関との間の協定草案（draftagreements）に直ちに具体化さ

れた。

次に経済社会理事会の決議８(1)，８(Ⅱ)にうたわれている統計委員会の付託条項をかかげ

る。すなわち，統計委員会は理事会を次の点において援助する。

（a）諸国の統計の発展および比較可能性の改善を促進すること。

（b）諸専門機関の統計作業を調整すること。

に）事務局の中枢統計業務を発展させること。

（d）統計情報の収集，解釈および普及に関する一般的諸問題について，国連の諸機構に

助言すること。

に）統計および統計方法全般の改善を促進すること。

これらの付託条項をつくる際に準備委員会は以下に引用する一定の重要な考えをいだい

ていた。

、

(a）諸国の統計の発展および比較可能性の改善を促進すること

「との仕事は国連事務局の統計単位との密接な協力の下になされる。それは恒常的な注

意を必要とする継続的な機能である……。委員会は国の政府と事務局に対して生じた問

題について助言する地位にある……。委員会はまた種々の統計の分野において委員会な

いし補助委員会を組織する……。

(b）諸専門機関の統計作業を調整すること

「委員会は，各々の統計活動の領域を規定するものとして専門機関との間に結んだ協定

に関して理事会に対して助言すべきである。……この調整過程は委員会の勧告によって

作られた枠内で事務局が行なう処理機能である。委員会は各専門機関の基本的な統計関

心を認める一般的プランの採用をめざす。しかしながら専門機関が基本分野で資料を収

集するということは，国連が自らの目的あるいは世界中の統計の改善に必要な限りで，

同じ主題分野の統計にかかわる権利を侵害するものではありえない。資料がいくつかの

専門機関の仕事にとって基本的である場合には，事務局の統計単位が中心的に資料を収

集する用意をするべきである。……専門機関と事務局の間の共同的な調整を容易にする

ために，委員会は統計調整委員会の創設を勧告する。……

凸
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に）事務局の中枢的統計業務を発展させること

「事務局の統計活動に関する一つの焦点が存在することが必要である。すなわち国連の

統計作業は〆事務局の他の部局のための仕事を行なっている経済局の統計単位に集中す

るべきという準備委員会の勧告に，委員会は賛成する。

(｡）統計情報の収集，解釈，普及に関しての一般的諸問題について

国連の諸機構に助言すること

「との機能は，統計委員会が経済社会理事会や事務局の統計単位のみならず国運のあら

ゆる機関に対して技術的助言機関として役立つということを意味する。

に）統計および統計方法全般の改善を促進すること

「この機能は大変広いものであり，収集されるデータの種類，収集の方法，それらを公

表する形式に関して単一の標準を促進することを通じて委員会が行なういかなる仕事を

をも充分カバーするべきものである。この機能は部分的には，必要なときに特別の分野

に対して選定される委員会や補助委員会の作業によって果たされる。また改善は事務局

が統計事項について国の政府と交渉する日々の仕事を通じてなされる。最も適切で信頼

８

しうる統計と統計方法の採用と利用を継続的に促進することについて，委員会と事務

局が積極的な役割を果たすことが必要である□この目的をさらに促進するために統計に
（１）

おける教育，訓練の機会を用意する必要を，委員会は認める⑩」

準備委員会はまた統計委員会の専門的機能が成功的に遂行されるなら，事務局の中枢

統計単位が不可避的に統計情報の国際的センターに発展することに注目した。

１９７１年には経済社会理事会は，１９４６年６月21日の決議８ｍ)によって修正された統

計委員会の創設に関する１９４６年２月１６日の決議８(1)を再び肯定し,委員会の先にリス

トした付託条項をくり返した｡理事会のこの新しい決議，１５６６(L|，の作業についてのパ

ラグラフは，委員会の調整機能の重要性，国際統計の収集,データ処理,普及において総

合システムを完成する必要性を強調し，コンピューター利用に関する事項への統計委員

会と統計局の関心を認め，発展途上諸国がその統計制度を強化することを援助する活動

を求めている。

統計委員会は２年に１回のその会期において，方法的事項とともに組織的事項をもと

りあげた。しかしながら，委員会が考察した諸問題は，必ずしもあれかとれかのカテゴ

ゴリーに入るとは限らない。現行の統計標準の改訂のような方法的事項の検討はまた，例

えば適切な改訂の時期といった組織的問題の考察をふくむ。逆に国際貿易統計センター

□
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の創設のような組織的処ｉｒｉの考察が，方法的なそしてデータ処理上の技術に関連した討

議をふくむ。委員会が縫本的な統計事項の討議にさいた時間は組織的諸問題についやし

た時間よりかなり多い。この一般化には例外が一つあり注目に値する。すなわち最近の

二，三の会期において委員会は国際統計活動の凋耀と計lIhiに多くの時間をさいている。

統計委員会の議題の実質的な項目数は会期ごとにちがうが，どの会期も必ずいくつか

の建設的な勧告を行なっている。一般的には，どんなテーマであろうと委員会の協議の

妓終の生産物は勧告である。これは以前には委員会決議,あるいは経済社会理事会に提出

される決議草案の形をとった。草案は理事会による検討の後に，もし承認されたなら国

連加盟国かあるいは国連の泰務総長かのいずれかにあてられた決議となる。

技術的事項は，はじめは統計委員会の一員である専}'１]家によって検討されるが，予算

をともなう勧告や決議はすべて委員会にはかり，さらに必要な権限をもつ国連の機関の

承認をうけなければならない。委員会の諸報告は経済社会理事会の公式記録にふくまれ

、

ている。

統計委員会の会期

会期回数日時と場所

準備１９４６年５月１１J～１５日

ハンターカレッジ，ニューヨーク

第１回１９４７年１月27日～２月７日

レイクサクセス

第２回１９４７年８月281｣～９月５ﾛ

レイクサクセス

第３回１９４８年４月26日～５月６日

レイクサクセス

第４回１９４９年４月２５日～５月６日

ジュネーヴ

第５回１９５０年５月８日～１７日

レイクサクセス

第６回１９５１年５月７日～１８日

レイクサクセス

第７回１９５３年２月２日～１３日

報告

第１年，第２回期

ｐ２０７－２２４

第２年，第４回期

サプルメントＮｏ６

第３年，第６回期

サプルメントＮｕ３

第３年，第７回期

サプルメントＮｕ５

第４年，第９回期

サプルメントＮｕ６

第５年，第11会期

サプルメントＮｕ４

企

第13会期サプルメントNＵ５

第15会期サプルメントNu5
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国連本部

１９５４年４月５日～22日

ジュネーヴ

１９５６年４月16日～５月２日

国連本部

１９５８年４月28日～５月15日

国連本部

１９６０年４月20日～５月５日

国連本部

１９６２年４月24日～５月１０日

国連本部

１９６５年４月20日～５月７日

国連本部

１９６６年10月１０日～20日

ジュネーヴ

１９６８年２月26日～３月８日

国連本部

１９７０年10月５日～15日

ジュネーヴ

１９７２年11月13日～24日

ジュネーヴ

１９７４年10月７日～１８日

ジュネーヴ

第18会期サプルメントNU5第８回

第９回 第22会期サプルメントNn7

第26会期サプルメントNulO第10回

第30会期サプルメントNO12第11回

第34会期サプルメントNql3第12回
』

第39会期サプルメントNCL13第13回

第42会期サプルメントNo3第14回

第44会期サプルメントNqlO第15回

第50会期サプルメントNOL2第16回

第54会期サプルメントNq2第17回

第58会期サプルメントNu2第18回

２，地域統計家会議

地域の統計家会議は各地城内部において，国々の間でより大きな調整を促進する際に中

心的な役創を果している。これは，地域の統計データの質を改善するだけでなく，統計的

に未発達の諸国の技術的な効率を必ず上昇させるはずである。それはまた統計委員会の決

定と要求の普及を促進する。したがって，この会議は一方では，統計委員会と各国の統計

局との間の，他方では各国の統計局と国連の統計局および地域の統計部門との間のむすび

つきのシステムにおける最も有効な要素である。
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三つの地域委員会，ヨーロッパ経済委員会（ＥＣＥ），アジアゾ太平洋経済社会委員会

（ＥＳＣＡＰ），アフリカ経済委員会（ＥＣＡ）は地域内部の国家統計局の代表者の会合

を招集してきた。米州|統計協会（ＩＡＳＩ）が地域委員会（ＥＣＬＡ）の創設に先立って

つくられたラテン・アメリカでは，このような会議は作られなかった。ＩＡＳＩの活動に

ついての情報は第Ｖ章に用意されている。

ヨーロッパ統計家会鱗ヨーロッパ経済委員会の委託条項は，統計活動について次の小

節をふくんでいる。すなわち，

「1．ヨーロッパ経済委員会は……に）委員会が適当と考える経済的，技術的そして統計

的な情報の収集，評価と普及を企画し，支援する｣(Ｅ／ＥＣＥ／７７８／Rev､１，para､１）

この責任に応えるために，委員会はヨーロッパ統計家の地域会議を召集した。経済社会

理事会は，その第11会期に，各国統計機関の代表者間の会議が奨励され促進されるべきこ

とを要請した。その結果，１９５３年の６月15日から19日までジュネーヴで開かれたヨーロ

ッパ統計家の第３回地域会議への参加者たちは，国連の賛助の下に，以後継続機関として

集ることに同意した。それらがヨーロッパ統計家会議として知られることになる。会議の

目的は次のとおり規定されている。

川）国連の統計委員会，専門機関や他のしかるべき機関の勧告を考慮しつつ，各国の統

計とそれらの国際比較可能性を増大させること。

（Ⅱ）概念と定義の大きな統一を促し，各国の統計局への負担を最小のものとするため

に，国際諸機関のヨーロッパにおける統計活動の綿密な調整を促進すること。」

（Ｅ／ＣＮ、３／ＣＯＮＦ、３／１（Ｅ／ＥＣＥ／１６７）appendixQp．’）

会織の付託条項はその活動について次のように述べている。

（i）なされるべき研究に関して適当な国の機関ないし国際機関と打合わせするか，ある

いはその目的を達成するための作業隊あるいは他のグループを自ら設立すること。

Iii）国家機関あるいは国際機関が用意した作業に関する報告や研究を調べ，それらの

実践への適用を考えること。

Ｉｌｉｌ）質問票の準備をふくめて，その統計活動について，国際機関の統計局との関係を維

持すること。

Ｗ）その諸決定を国家の統計局と国際諸機関が利用可能なものにすること。

Ⅳ）国家の統計局によってなされた研究結果と得られた経験の交換を用意すること。

Ｍ）ヨーロッパ諸国における国際勧告の履行を再吟味すること。（Ｅ／ｃＮ、３／

ＣＯＮＥ３／１（Ｅ／ＥＣＥ／１６７）appendixOp、２）

Ｔｂ
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会議はＥＣＥの仕事に参加している諸国の中央統計局長一ないしは同等の地位の官吏から

構成されている。会議の本会議は毎年開かれる。会議は１人の議長と３人のRiIl議長を任期２

年で選ぶ。これらの幹事は会議の本会議の間に必要に応じて会合をもつ事務局を構成する。

会議はまた必要なときに作業グループそして専門家グループを設立する。会議の本会議と他

の会合にはＥＣＥの統計部門が仕え，国連の統計局の代表者は本会議とそのサプグループの

より重要な会議に定期的に出席する．

会議は統計委員会とＥＣＥからの支援の下に作業する。会議は統計委員会による国際統計標

準の発展に貢献し，それらの標準についてのヨーロッパでの協議~ことでは地域的な要求が

特に考慮されるのだが－のための討論会を用意する。それはとくに地域的な性格の計ｌ１Ｉｌｉを，

ＥＣＥの作業計lHliの統計的011面をとくに考慮して作成している。会議はその年次会期やその

他の会議において’ＥＣＥの通常の統計作業を再検討する。会議は，その各年次の会期にお

いて再検討され，改訂される５カ年期間の作業計画を基礎にして動いている。与えられた１

年の作業計画はその年間で後先度の高いプロジェクトをふくんでいる。ヨーロ.ソパ統計家会

議の作業についての何らかの知識は１９７２～７３年の間になされた二三の活動を調べること

によってえられるであろう。

国民勘定の分野においては，会議は改訂システムの一層の発展，とくに1973年３月にそ

れをめぐって会合のあった価格と数働システムについての作業を続けた。貸借対照表とIIJ評

価勘定についての会議は国際的ガイドラインについての改訂提案を論じた。会議はまた８ｶ

ﾛﾘが参加している所得の相対的分布の国際比較，を後援している。

会議は，人口，マンパワー及び社会統計のシステムを開発する作業への参加を続けてい

ろ。保健統計についての非公式的会合は（ＷＨＯとともに）１９７２年12月に開かれ”保険の

サブシステムについての種々の見地を論じた。移民統計の会合は１９７３年の後半に開かれ，

外国移民の統計についての改訂標準の草案と内国移民の統計についてのガイドラインについ

て考察した。社会指標についての会合も開かれた。

１９７２年から73年の間に会合が開かれたその他の主題は，次のとおりである。すなわち外

国貿易についてのＳＩＴＣとＣＭＥＡ分類の間の照応手引き，農業統計のプログラム（ＦＡ

Ｏと農業問題についてのＥＣＥ委口会とともに），科学技術統計（ＵＮＥＳＣＯとともに)，

環境研究と政策そして電子計算機のデータ・プロセッシングについての統計,であるＣｌ９７３

年の６月に開かれた会議の第２１回本会議との関連で,商品とサービスの分類の分野での調整の

諸問題を討議するために国際諸機関との協議がなされた。

、

（３）

アジア統計家会戦１９５７年にアジア統計家会議は常設機関として創設された。１９５７年以

前には４１Ⅲ1の地域統計家会議が開かれた。１９５７年に第５回の地域統計家会議がアジア統計
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家会議の第１回会期として再構成された。各国の中央統計局長及び（あるいは）他の適当な

統計官吏によって構成されているとの会議は，規則的で継続的な基礎にたってその作業計画

を組織できる常設機関としての役割をもつ。この会議の付託条項は会議が次の諸点に責任を

もつものとしている。

（a）国際勧告の枠組みの中でその地域に適用可能な統計標準を発展させること。

ｌｂｌ統計の質を改善し新しい技術を適用すること。

ＩＣ）アジア諸国の間での統計作業と方法についての情報交換を調整すること。

（｡）参加諸国にとって最大限有効であり，同時に地域的,国際的比較可能性を用意する特殊

な統計的計llmlを発展させること，

（ｅｌ統計についての既存の国際勧告を実施するために活動すること。

ｌｆｌ国連技術援助管理局（現在では技術協力局）及び専門機関と協力してその地域の諸国

の政府が指名した者に対しての統計の訓練，とくにサンプリングとセンサスの方法に重

きをおいての訓練,について調整すること（Ｅ／ＣＮ、１１／４５６（Ｅ／ＣＮ、１１／ＡＳＴＡＴ

／ＣＯＮＥｌ／３），ｐａｒａ７４）

アジア統計家会議は，この地域の大部分の国において，統計の急速な発展の際のボトルネ

ックは充分訓練された統計家の不足であるという獅実に特別な注意を払ってきた。会議はそ

の第３回と第４１iI1の会期において，統計発展の計Ulllの巾で．訓練には高い優先111同位が与えら

れること，そして初級と中級レベルの統計家の訓練に重点をおくことを勧告した。会議の勧

告によって，１９６３年に技術援助計画の下に訓練のための地域顧問が指名され，この地域の諸

国を訪問し，訓練計画の編成について助言した。事務局はAManual⑪nTrainingof
（４）（５）

Stati8ticalPersonnelatthePrimaryandImtermediateLevelsとそのSuPPlememtを，

それらの国の訓練計画を援助するために発刊した。

会議の他の勧告にしたがって，アジア統計協会が１９６９年に東京で設立され，上級の統計

家たちに統計の尊''Ｉ的訓練をし，統計方法の研究を行うこととなった．会議はまたデータ処

理の訓練のための地域の設備をつくるべきとする提案を支持した。

会議の指導の下に，専門家のグループが時に応じて設立され，特殊問題を研究し，会議に

おいて検討するために勧告を作成した。そういったグループは次の分野で組織された。サン

プリング（１９５９年），資本形成（１９５９年），統計訓練（１９６６年），国民勘定（１９６５

１９６６，１９６７，１９６８，１９６９，１９７０年九児童と青年についての統計（１９６７，１９６８年)，

建設統計（１９７０年），物価と数量（１９７０年)。またセミナーや講習会も次の分野で組織さ

れたニエ業統計（１９６１，１９６７年），経済社会発展のための基本統計（１９６１年），住宅統

計と計画（１９６３年），国民勘定（１９６４年），人口と住宅センサス（１９６４，１９６５，１９６７

、
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年）』サンプリング（１９６５年），住民登録と人口動態統計（１９６８年）商業統計（１９６６

年），児童と青年についての統計（１９６９年），計画のための統計（１９６９年１９７２年)，

工業基本調査（１９７１年），社会統計（１９７１年)。

会議は，統計委員会が討議した他の種々のテーマにもかなりの注目を払った。とくに改訂

ＳＮＡの実行についてもそうであった。

アフリカ統計家会議アフリカ経済委員会（ＥＣＡ）は，その第１回会期において，ヨー

ロッパとアジアの会議をモデルにし，統計発展の長期計画を優先的かつ継続的に遂行する責

任を負うものとして，アフリカ統計家会議を設立することを決めた。アフリカ統計家会議の

第１回会期は１９５９年にアジスアベバで開かれた二会議はすべてのアフリカ諸国に対して，

強力な統計開発の５カ年計画､を準備し実行することを要求する計画に賛成した。そのとき以

来，統計事業の組織における実質的改善，この地域での統計データの準備，そして統計家の

訓練が記録されてきている。にも拘らず，アフリカの統計事業を改善するためになすべきこ

とは多く残されている。これはＥＣＡの統計部門とともに国連の統計局の援助をうけて，ア

フリカに関係する統計データの流れの改善に努力しているアフリカ統計家会議の主要な問題

である。

」

Ｃ統計事業

本章の前２節では国際統計活動に関連する全般的な制度的枠組みと政府間管理機関につい

て述べた。本節は上に述べた政府間機関に奉仕し，一般的には統計活動を遂行する責任を担

っている事務局の活動をとりあげる。

０

１国運統計局

経済社会理事会は統計委員会の付託条項を規定したとき（１９４６年６月21日に採用された

決議８(Ⅱ)），事務局の統計単位を発展させる方法をも示した。

「事務局内の統計部門を組織する際に，事務総長は統計委員会の次の点に関する勧告を

とくに考慮することを求められている。すなわち，

（a）国連の事務局内に中枢統計単位を組織すること。

（ｂｌ参加国政府，専門機関その他から統計を収集し，分析し評価すること。

（c）統計の公表。

（｡ｌ専門機関の統計活動を調整すること。
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に）統計一般の発展と改善を促進すること。

（f）統計のための国際的センターを維持すること。

（９）統計研究，統計資料の提出，分析と発表についての計画に関して各国政府との密接な

接触と調整の維持。統計資料の提出とそれらの発表は関係する政府の同意を得て行なわ

れる。

そのうえ，理事会は特に１９７１年５月の決議１５６６（Ｌ）において「国連システムの中で

のコンピューターの利用に関連する事柄への統計委員会と統計局の関心」を認めた。

これらの条項に照応して，国連の統計局の基本的機能の－つは，国家統計の発展と国際比

較可能性の改善を促進することである。との機能は次の点によって実施される。（a)標準を設

定することと，それらの標準の採用と適用を促進するための手引き書を発行すること，（b航

計の収集，集計，利用に関する各国及び国際的な経験と見解を交換する手段として，刊行物

や記録の発行と作業グループ，セミナーや他の会合を準備すること，（c洛国の統計事業を組

織し改善することを援助する顧問を派遣すること，（｡l統計家の訓練，これをとくに訓練され

た統計家が非常に不足している統計上の低開発国においておこなうこと

もう一つの基本的機能は，各分野において，データが国際的ならびに国内的利用の両方に

おいて容易に利用できるように，統計の収集，編集，分析，評価と発行のための一つの国際

センターとして役だつことである。このことは定期的な刊行物と特別要覧（adhoccompendia）

を公けにすること,データの種々の加工がユーザーの必要に応じてなされうるように国際コン

ピューター・センターのテープにデータを保持することによって達成される。絶えず増大す

るデータへの需要は，国連の国際的，地域的そして専門機関だけではなく，諸問題を評価し

その政策を決定しようとする個々の国の需要でもある。

国連の統計局は統計の刊行物に関しての中心機関として認められており，専門機関はその

各々の関連の分野内での統計の発表に責任を負っている。統計の出版物についての責任の分

担は諸機関の間の関係についての協定に従い，そしてそれら種々の専門的な作業上の必要を

反映するものである。国連の統計局はそれらの活動すべてにわたっての調整について特別な

責任をもち，ここで次の点が特に重要とされる。すなわち，

（a）各国の機関に対して不必要な報告を荷すことを避けること。

（b）統計標準と諸方法の調整。

各国機関への重複した要求を避けることは，うまく調整された制度にとっては基本的なこ

ととされている。各国機関に不必要な報告を荷することは，費用が高くつくだけではなく，

統計の求めに対して全般的な反発をつくりだすことになる。しかしこれは，種々の統計デー

､

①
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夕が－つ以上の刊行物にあらわれないということではなく，回答者が同じll1i報をくりかえし

用意する負111を負わないということである。実際に，統計は利用のために作られており，こ

の利用は広い1ilf及と比較分析の'二|的のために祁々の他の系ｸﾘと､1'世した形でのデータの表示

に依存する。したがっていくつかの統計系列がいくつもの刊行物に重複して掲載されるとい

うことはしばしば必要である．例えば，いくつかの刊行物は人｢1と国のlhi紙についてのデー

タを含む。このことは若=｢の追加的印刷費'１１を要するのであるが，それらのデータを唯一つ

の刊行物にしか示さないことによる不便は，どのような'１能な資金上の節約による(iliIlhとも

釣り合わない。かくしてあるデータを二重に発表することは，それが政府に対しての不必要

な要求をふくまないかぎり，正当なものである。

LIil連システム内部での統計刊i『物に対する協力的illiHWの範UHは，過去とIMAiのあらゆるそ

ういった協定について詳細に記述するよりも，調整のタイプを示すことでよりよく記述され

よう。種々の機関の統計瓠業は，必要なときにはいつでも，実川的である限り，それら機関

の集めたデータを他の機関の刊行物にふくめるために提供する。例えば，国連の統計局が発

行する統計年鑑（StatisticalYearbook）はあれこれの専門機関がそのためにデータを提供

するいくつかの表をふくんでいるハ世界保健統計年報（WorldHea]thStatisticsAnnual）

はlHi債と人口そして国連の調査票，－このコピーを統計局はＷＨＯに送っている－からえ

られた人｢|動態統計をふくんでいる。類似の調整は他の刊行物についても存在する。

共同的調熟のもう一つのタイプは，国連と〈に世界貿易・関連統計部（ＩＴＲＳＢ）に

よるコンピューター印lil1llの提供にlkl連する．ＵＮＣＴＡＤは貿易と開発のi''１j方に対するその

責任によって，これらのデータを利用している。またｌＴＲＳＢは，ＦＡＯに対して，商品

貿易統計（Commodity､TradeStatistics）の機械印ll11llだけでなく，とくに１９６５年から年

次データに対して用意された補足表を提供することに同意した。これらの資料はＣＴＳには

示されていない１０万ドル以下の価絡の商品の出荷の完全な列を，５桁のコードとともにリス

トしている。ＦＡＯとＩＴＲＳＢとの間でむすばれたこの協定によって，ＦＡＯが以前には

加盟諸国に送っていた調査票の大祁分を無しでずますことが可能になった。

統計局がその計画を遂行するにあたって利Ⅱ]可能な資金に関して，１９７３年には統計局の

ために常設職は１４０あった。次の表はレベルごと，資金の源泉ごとの内訳を示している。

常設職，レベルと財源別一覧表（１９７３）
－NｿE訂同

通常予算予算外の他の財Mlii 計レハミル

専門職以上

一般職

メエ 鳥’１￣Ｉ

５５

６４

１１９

４
７
１

１
２

６９

７１

１４０
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(出所）総会公式記録，２８会lUlサプルメントＮｏ６第Ⅲ部，第７節表７～1１

統計局予算は下のとおり要約できる｡

財源別統計予算1000米ドル

統計局

＄３，８０６

４０７

２，４４１

＄６．６５４

作業汁１１１１

予算外の他の財源

通常子算

ノミ 計’１＝！

（出所）総会公式氾録，第28会期，サプルメントN０６

節川祁，７節表７～１０

統計局が遂行する活助に関しては，総会がその節28会期にあたって，１９７４～75年の２イド

ln1についてのＪ甥':iilmiの中で承認した統計計Imiにもとずいて述べるのが岐善であろう《:(6)

１９７４～１９７５年の統計計画は，【KI家統計の発展と，国際開発戦|](にとくに関係してデー

タの国際比較'Ｕ能性とを促進することにむけられていろ．このことは，第２次国連|)'１発10ｶ

ｲﾄﾞＩＭＩの経済と社会の発腱を監視し，評Ill1iし，診Ｍ１する'二|的のためにデータを要求することに

よって，統計斎|･lu1iに1面い貢|モを探すものである。もう一つの基本的機能は開発途上|玉|の国家

統荷|･編業の改蒋と強化を狙いとした技術的協ﾉﾉ活助を維持することである。統計計ll1IiはＺｉﾐ全

ＩｊｉＬ陣理事会，拠'１１全姿且会，そして'1J迦!｝予務局の【11位か必要とする特別な統計を提供するこ

とをふくむ｡

］冷算計画に述べられている１９７４～７５年の統計プログラムの二l邑婆な目的は次のとおりであ

るⅡ

経済的先進１１《1識|J1の増大する要求への奉仕をゆるめることなく，発lHi途上諸国の統汁要求

に対して過去よりもより完全に応える方lij]に活助を移すこと“

経済成長，人'二1成長，ネ'二会的''2難，環境と他の｣：要な社会的諸瓢項とそれらの机し[関係

を研究するうえで必要な愉報の範Ul1を拡大し促進させること。

前以て計1'''iされたものだけでなく，予期していなかった表及びクロス分類を，速やかかつ

柔軟に検索することを可能にするコンピューター化された情報の貯蔵システムのL|]へ，収

災されたデータを移すこと，そして国際統計のコンピューター化されたカタログ及び矛盾

のない国際データ・バンクの発雁を促進すること。

集められたデータの質とiYT1;'』-11性を調森すること及び分析と迩恩決定における利用の

■
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ためにデータを改善する手続を発展させること。

計画の成果について大衆に広く知らせること、

共同計画一とくに社会及び環境の分野の－についての専門機関や他の国際機関との，協

力について新しいイニシアティブとること。

統計局は三つの主題事項の部門；すなわち経済統計（貿易を除く），世界貿易関連統計，

社会・人口統計の各部門と；一つの純粋に機能的な部門一標準及びシステム部門，そして主

題事項と機能の部門が結合した－外交関係と普及の部門；そして三つの中枢的単位，すなわ

ち内部の調整・計画単位，システム開発・計画単位，および技術協力単位をふくむ管理局か

らなっている。局の仕事の分担は次のとおりである。

管理局管理局の仕事は国連の統計事業の有効性と効率性を促進し，調整され統一性のあ

る国際統計計画の発展を促進するよう企画される。この目的に向けて，優先順位及び活動は

発展途上国及び先進国の統計要求に適応するように配置される。

さらに次の活動に重点がおかれている。すなわち(1)情報の速やかな検索のために総合的な

コンピューター化された統計貯蔵システムを発展させること,及びシステムアナリシスとコン

ピュータープログラミングを調整すること，（２）刊行物や他の成果を作り出す活動の流れを

調整し，監視し，評価すること，そして用いられている猪統計や分類が相互に一貫性をもつ

ことを保障すること，(3)種々の分野で，統計の質と一貫性を評価する手続きを発展させ，分

析や他の利用のために統計を改善すること，(4)社会・人口統計や関連する経済統計の内的相

互関係の研究を促進する統計計画や分析的表現を発展させること，(5)共同計画について専門

機関や他の国際機関との協力を促進すること，(6)統計における技術協力計画の作成において

発展途上諸国に対し援助を提供すること。

現事務局の最近の業績には統計局の定期刊行物を検討することもふくまれている。また，

統計局の刊行物にコンピューター技術を適用する点においてかなりの進歩があった。すなわ

ち世界エ業の成長（CrowthofWorldlndustry）の第１巻は現在ではコンピューターによ

るシステムを用いて作られており,この手引き（Directory)もそうである。そのうえ，技術

協力における連絡は，統計局の独立部門と，この計画の遂行に責任を負う行政や作業部門と

の間の継続した基礎にたって与えられる。

渉外・普及部この部門は次の活動を予定している，すなわち，(1)国連の統計計lmiの調

整をすすめること，(2)第２期国連発展10カ年計画の間の，経済・社会発展を監視し，評価し，

診断する目的で統計を集め，集計するための計画を発展させること，(3)各国および国際的な

データを一般的統計要覧に集め，公けにすることと国連の内外で統計の利用を拡大す

｣
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ること，(4)経済・社会統計の総合化された国際的なコンピューター化カタログとデータバ

ンクを促進すること，(5)事後的調整の目的及び購買力と粗国内生産の国際比較のために，価

格と支出のデータを集め，集計し，分析すること，(6)政府間や諸機関の間の会合に仕える

こと。

この部の最近の業績の例としては1統計委員会,国際統計計画と調整についての作業グループ，

そして統計活動についてのＡＣＣのサブ委員会のために記録を用意したこととサービスを提

供したことがある。これは次のような記録の用意をふくむ。「国際統計計画，１９７５～１９７９

年』（Ｅ／ＣＮ３／４４４）と「統計における技術援助，１９７５～１９７９年」（Ｅ／ＣＮ､３／

４４６），統計年報（StatisticalYearbook）と統計月報（MonthlyBulletinofStatistics）

の定期的刊行,事後的調整のためのおよそ１２０の生計費指数の年毎の計算，事後の調整

についての機関の間の専門委員会（ＥＣＰＡ）に対する実質的サービス，統計組織について

の地域間セミナー（オタワ，カナダ，１９７３年１０月３－１２日）に関する準備の調整，国際統

計の手引きの準備，国際比較計画のための価格比較の最初の段階の達成。

システム・標準部この部lEliの作業は次の点をJMいとしている。すなわち，(1)経済社会勘

定を導入し，改善し,拡張し,補足／ｌあるいは関連統計システムを支持する点において諸政

府とくに発展途上国の政府を援助すること，(2)とくに発展途上国の必要と諸事情に重きをお

いて，経済と社会の発展や諸問題を計画し，評価し，診断する目的のために基本諸統計を収

集し，集計し，利用するためのガイドラインを作成し，マニュアルを準備すること，(3)関

連する標準国際分類を発展させること！(4)人口，社会統計のシステムと環境についての諸統

計のガイド・ラインを発展させること。

この領域での最近の業績としては次のものがある。投入産出表と分析(Input-OutputTa-
（７）

blesandAnalysis）についてのテクニカル・マニュアルを準備したこと，商品とサービス

と関連する所得と支出と資本財務に関する国民勘定について，発展途上諸国のために（２部

にわたっての）ハンド・ブックの草案を準備したこと。貸借対照表と国民勘定体系（ＳＮＡ）

の制度的単位についての調和勘定に関して，及びこれらのデータと国民経済バランス体系

（ＭＰＳ）を用いている諸国の国富統計との間のリンクとに関して,国際的ガイド・ラインを

詳細化したこと，所得の分配，消費，蓄積についての統計における各国の実際について比較

研究に関する最終案を完成したことである｡その他には,社会人口統計体系（ＳＳＤＳ)の作成と

発展，企業の構造と財務活動及び持ち株についての統計の収集，集計，利用における各国の

実際についての比較研究，すべての商品とサービスの国際標準分類（ＩＣＧＳ）の第二版の

完成と環境統計の発展がある。

経済統計・特別計画部この部門の活動は次の諸点を目的としている。すなわち(1)工業，

４
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建設，貿易統計の体系を組織し，改善することと，それら統計を１１<|際的に比較可能な基礎に

たって収集，集計T普及することにおいて諸国，とくに発展途上諸国を援助すること』(2)国

民勘定データ及び指標をコンピューターによって収集し，集計し，発行すること。(3)所得の

分布と消費についてのデータを開発し，組み合せること，(4)標本調査の方法についての情報，

経験を普及し，サンプリングについてのガイドラインとマニュアルを用意すること，(5)拠出

金委員会と国連の他の諸機関及びi;fi部''１]に対して統計業務を提供すること，(6)技術協力活動

に対して実質的な援助を提供すること。

この部|｣１での瘡妓近の業績としては国民勘定統計年報（YearbookofNationalAccounts）

と世界工業の成長の定期発行がある。他の継続的活動としては総会の義援金委員会や国連の

他の諸機関に対して実質的な統計サービスを提供したこと，サンプル調査の方法論について
（８）

最近の諸問題の標本調査第12報（SampleSurveyso1CI1rrentInterest，TwelfthReport)，

１９７３年に出版された標本抽出の手引き，第２巻，標本設計のためのコンピューター・プロ

グラム（AShortManualonSampling､Vol．Ⅱ，ComputerProgrammes「orSampIe

Designs)'９１などの刊行物を用意したことである。さらに『商業とサービスの統計についての
国際勧告案』（Ｅ／ＣＮ、３／453）という記録も準備された｡

世界貿易関連統計部この部門の活動は次の諸点をｌＥ１的としている，すなわち，(1)ljil際的

に比較可能な基本的でありかつ分析可能な外国貿易統計資料を収集，処理し，普及すること，

(2)外匡|貿易統計に関する概念，定義，分類の方法論に関する標艤とガイド・ラインを定式化

すること，(3)関巡するエネルギーや輸送その他の統計を作成する際に外国貿易統計を利H1す

ること，(4)特Zll研究を遂行すること，(5)技術協力活動に対して実質的な援助を提供すること．

この部の妓近の業績としては，商品貿易統計（CommodityTradeStatistics),国際貿易

統計年報（Yearbooko（InternatinalTradeStatistics)，世界貿易年報（WorldTrade

Annual）と追補（Supplement）そして世界のエネルギー供給（WorldEnergySupplies）

の定期的発行と，さらに安保理張会の求めに応じた南ローデシアの貿易に関する統計の提供

がある。最近の発展としては発行されている圧|際貿易データの拡大とコンピューター化があ

る。第２次国連開発10カ年計画の国際開発戦略に対してエネルギー資料を提供するために世
００）

界のエネルギー供給，１９６１～１９７０年（WorldEnergySupplies，１９６１－１９７０）と題した

１０年間にわたった研究を公刊した。これはこれまでの６回の発行に示していた統計系ｼﾞﾘを必

要な個所では補いまた改訂したものである。１９７３年に準備された|Ⅱ:界貿易の調和に関する

研究のような世界貿易についての特別研究もまた行なわれた。

人口・社会統計部この郎門の活動は次の諸点を目的としている，すなわち(1)人口と社会

及び関連した環境統計についての基本データを，人口構造，分布》基本的な人l］変数（出生率，

●
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死亡率，移民）についての資料をふくめて収集，製表，配布すること，(2)人□と社会及び関

連する環境諸条件についてのデータの収集，処理と評価における国際標準をつくり，勧告を

発展させること，(3)技術協力活動に対して実質的援助を提供すること。

この部門の鼓近の業績は人口年鑑（DemographicYearbook）人口と動態統計報告（Pop-

ulationandVitalStatisticsReport）の定期発行と住宅統計要覧Ⅲ1971年(Compendium
ul）

ofHousingStatisticsl971）の発行である｡その他としては，人口及び住宅センサスの方

法についてのハンドブック（HandbookofPopuIationandHousingCensusMethods）
（１２

がある．この評物の計脚iされた６つの部のうちの２つの部は１９７０年に発行されている。第

lVlWl，人口と住宅センサスの経済の調査，1955～１９６４年（SurveyoIPopulatioTlandHou-

singCensusExperiencel955-1964）についての調査，－この第１節は１９７０年に発行
ｕ３

されﾌﾟﾆｰと第Ｖ部３，人口と住宅センサス結果の評価方法（MethodsofEvaluatingPo-

pulationandHousingCensusResults）とについては作業が継続【１１である〕１９７３年には人

口動態統計システムに対する原則と勧告（PrinciplesandRecommendationsfｏｒａＶｉｔａｌ
ｕ４）

StatisticsSystem）が発行され，移民統計の改無作業が続けられた。また技術援助活動一

とくにアフリカセンサスプログラムに関する－に対して多大な資金が配分された。

Ｑ

（1日

２地域委員会の統計部局

欧州経済委員会（ＥＣＥ）とl現在アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ）として

知られているアジア極東経済委員会（ＥＣＡＦＥ）は，１９４７年に設立された。ラテンアメ

リカ経済委口会（ＥＣＬＡ）は１９４８年に，そしてアフリカ経済委[｣会（ＥＣＡ）は１９５８

年にそれぞれ設立された。それらの機能を規定した付託条項は類似している・しかし重点の

おきかたに違いがあるのは，それぞれが設立されたときの支配的な経済事情が異なるためで

ある、

一般的に言って，地域委員会の統計活動は次のことに向けられている、

（aＩデータの地域及び国際間の比較可能性を改善するために１１t界的な標準を地域に導入

し，適用すること。

（b）必要なぱあいには，関係政ｌｎ:へのさまざまな形の援助の供与を含めて，旧く|家的な統計

事:業を拡大すること□

（c）その地域で特に関心がもたれているいろいろの方法論，制度，データの加工やその他

の技術についての諸問題を汀[識すること。

（｡）委貝会の全ての加lMIuilのために，新しい統計的概念や技術に関して，地域の内外で得

■
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られた経験についての情報を普及すること。

（e）委員会やその機関の構成員に対して経済的調査やその他の研究で利用されるように，

統計活動を企画したり，他の一般的性格の統計事業を供与すること。

ヨーロッパ，アジアそしてアフリカでは，地域委員会の統計部は，それぞれの地域統計家

会議の事務局の役目を果している。

経済社会理事会は諸地域委員会を創設するにあたり，それぞれに対してその独自の連用

規定の作成においても，また主要な活動分野やその資金の集中を規定するさいにもかなりの

自由の幅を許した。どの地域委員会にも統計部が設置されたのだが，これら統計部の活動は， ●

地域委員会だけでなく，域委員会だけでなく，国連統計委員会が決定する。

地域委員会の統計職員は次表の通りである。

常設職：レベルおよび財源別一覧表（１９７３年）

地域委員会統計部

通常予算区分 予算外の他の財源合計

ＥＣＥ

専門職以外

一般職

合計

ＥＣＡＦＥａ

専門職以上

事務職

合計

ＥＣＬＡ

専門職以上

事務職

合計

ＥＣＡ

専門職以上

事務職

合計

1３

１７

３０

1３

１７

３０

１３

２５

３８

１３

２５

３８

１５

２７

４２

１ １６

２７

４３

●

１

１３

３０

1３

３１

１
１

4３ 4４

ａ現在のＥＳＣＡＰ

出所：総会公式記録，第28会期，サプルメント，ＮＵ６，第Ⅲ部８～11節表８－７，

１０－１３，１１－１９．

９－９
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１９７３年の地域委員会の予算は次の通りである。

財源別の統計部予算（１９７３年）単位（１０００米ドル）

地域委員会

作業計lHli予算外の他の財源通常予算合計

４８７

３４４

４７２

５１７

４９２

１．０１０

７４６

６７８

５

６６６

２５０

１４２

ＥＣＥ

ＥＣＡＦＥａ

ＥＣＬＡ

ＥＣＡ

2４

１９

ａ現在のＥＳＣＡＰ

（出所）総会公式記録，第28会期，サプルメントNｑ６第Ⅲ部，７節８－１１．表８－１，

９－１，１０－１，１１－Ｌ

地域でどのような統計活動が行なわれている力〕の例をみるために，アフリカ経済委員会(Ｅ

ＣＡ）の例に少し立ち入って説明しておこう。

アフリカにおける統計事業の組織は，１９６０年代に根本的に改善された。加えて，多くの

若い学卒者その他が，統計家としての訓練を受けた。にもかかわらず，アフリカ地域にとっ

て役に立つ統計データがまだ明らかに不足しており，解決されるべき多くの課題が残され

ている。この地域委員会の統計部の活動は，下に列挙した４つの題目に整理できよう。

統計の発展この課題は，個々の関係国と協力して，達成された進歩を検討したり，統計

計画の進展につれて発生する諸問題を検討することを含んでいる。これはときには地域顧問

の派遣に及ぶこともある。さらにＥＣＡは，いろいろな政府に協力するための一時的に権

限を委譲された職員を自らの統計職員としてもっている。統計部は，国の統計機関に協力し

たり，援助を与えるばかりでなく，地域内での統計研修所の設立を援助したり，大学や他の

統計機関との活動にも参加する。

アフリカ統計標準の制定これは，統計的方法の研究や，アフリカ統計の比較可能性を改

善する問題のために開かれるセミナーや作業委員会で使う方法論的資料の準備を含む。それ

は，統計委員会によって採択された国際標準を，アフリカの事情に適合させるための方法や

手段を案出することを含んでいる。

統計的分析この分野のプロジェクトは，統計データや総合された統計データの分析を伴

う。この分析は経済政策や杜会政策の準備や企画のための基礎研究となる。例えば，現在ア

フリカ諸国の購買力平価の研究が行なわれている。他にアフリカ諸国における個人消費支出

の型，非貨幣的活動の重要性，カフリカ諸国にとっての交易条件の変化についての研究もな

されている。

Ｌ
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データの収集と普及。この活動には通常行なわれている統計的データの収集，作成及び配

布だけでなく，ある種のデータのコンピューター加工もはいる。

類似の活動は，他の地域でも行なわれている。一般に，地域委員会事務局の統計的機能は，

これらの委員会の調査･企画部に役立つデータの単なる収集,分析から，統計を発展させる

ために国を指導することにまで拡大してきた｡会議,セミナー，作業グループなどを組織する

ことによって，事務局は地域内の国家の統計の発展や改善に影響を与えることができるよう

になってきている。これは一般に，当該地域の必要と条件に合うように適当に調整された国

際勧告の実行を含んでいる。

しかしながら，地域の活動にはいくつかの相違点もある。ＥＣＬＡが設立されたとき，す

でに米州統計協会が存在しており，現在もこの地域で独自の活動をしているため，ＥＣＬＡ

は地域統計家会議を組織していない。この点で，ＥＣＬＡの活動は他の地域委員会の活動と

異なる。ＥＣＬＡの統計活動は多少広がりに欠ける。

もうひとつの違いは，ＥＣＥの活動に関してである。ＥＣＡ，ＥＳＣＡＰおよびＥＣＬＡ

地域では，統計事業は，統計データの収集，分析とともに，国の統計事業の改善や統計家の

養成にも多くの関心を払っている。

ヨーロッパ地域では，経済的先進国が圧倒的に多いため，統計計画は，養成その他の技術

的援助に重点をおいてはいない。その課題は，一般的な経済，社会，そして人口の領域や特

殊な諸分野との関連で（統計委員会が規定した世界標準の枠内で），ＥＣＥ諸国の官庁統計

を発展させ,比較可能性の増大をはかることにある｡統計計画はまた，ＥＣＥ地域内の国際的

な統計作業の調整をおし進めること，委員会やその主要な補助機関のために行なわれる研究

に必要な統計を供給することも目ざしている。

３他の統計事業

国連の統計事業について述べるには，他の三つの重要な存在にふれなければならない。そ

のうちの二つは，国連事務局に所属する国連貿易開発会議と国連工業開発機関である。第三

の国連開発計画は国連機関のひとつである。

国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）第１回国連貿易開発会議は，１９６４年春に開かれた

１９６４年12月に総会は，総会の常設機関としてＵＮＣＴＡＤの創設を承認した。それは少く

とも４年に１度は会議を開催することとされた。総会の常設機関でありながら，国連非加盟

国もその構成員となっている。会議の間の継続性を保つため，貿易開発理事会が設置された。

68ケ国がこれに加盟しており，２年に１度会合が開かれ，経済社会理事会を通して総会に報
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告がなされる。理事会は４つの主要な補助機関をもっている。それらは貿易と海運に関係し

た財貨，製品，貿易外勘定及び金融に関する委員会である。

ＵＮＣＴＡＤの任務は，国際的な貿易・開発政策の再検討，調整，作成，交渉及び実施

にある。この作業計画は，貿易統計，金融統計，国際収支統計の分析，関税および非関税障

壁についての統計及び価椛についての統計，開発統計（例えば，国民勘定統計や腱工業の生

産統計）さらに海運，運輸，保険及び技術の譲渡に関するデータを必.要とする。

ＵＮＣＴＡＤは独自の統計事業を行なっており，その主たる部分を担当するのは調査部統

計課（１９７３年現在，専門職４人，事務職８人）である。この課は調査部の作業だけで

なく他の部の統計作業も援助する。さらに他の６つの部は独自に何人かの統計職員をもって

いる。統計作業の援助は，ＥＣＥとＵＮＣＴＡＤ合同データ加工単位によってもなされる。

これはパレデナシオンに設悩された端末機によって〆世界保luL機関にある国際計算センター

のコンピューターを用いて行なわれる。

統計課と計算課は，ＵＮＣＴＡＤ事務局が行なういろいろな研究や他の活動にたいして一

般的な統計上の援助を与えるほかに，理事会に対する認務局の年次あるいは半年ごとの報告

のため,また財貨,製品の貿易についての年次報告のためのデータを作成する。商品価格月報

（AMonthlyCommodityPriceBulletin）は商品部局から発行されている。調査部統計課

は国際貿易開発統計便覧（Handbooko［InternationalTradeandDevelopmentStatistics）

の定l91的fU行および資料の史新に責任を負っている。統計課は貿易，開発統計の分野での方

法論的研究も担当している。

ＵＮＣＴＡＤは主として統計の利用者であり，独自の統計調査は行なっていない。それは

使用するデータの大部分を国連統計局から手に入れる。他のデータは,経済協力開発機構(Ｏ

ＥＣＤ），ヨーロッパ共同体（ＥＣ）の統計局，関税と貿易に関する一般協定（ＧＡＴＴ)，

国際通貨基金（ＩＭＦ），IRI際復興開発銀行（ＩＢＲＤ）などの機関から入手したり，各国

の統計資料からぬき出される。これらのデータは磁気テープによって,ますます入手しやすく

なってきている。国連貿易統計のばあい，国際計算センターで直接テープにふれることがで

き，他のばあいもコピーされたテープによって可能となる。

国連エ業開発機関（ＵＮｌＤＯ）国連工業開発機関は，国連内部の自治機関として１９６６

年の総会によって設置された．その主要機関は45の榊成Ljからなる工業開発理事会であり，

年l1LJ1の定期会議がある。総会への報告は，経済社会理９１Ｉ会を通してなされる。ＵＮＩＤＯ

の目的は，製造業部門に特に重点をおいて発展途上国の工業化を促進し｜速めることにある。

工業開発理事会は，この機関の目的を達成するために原則や政策を作成し，これらの原則や

政策を実行するために提案し，脚連の工業開発方式の枠内での活動計画を検討，承認し，と

巳
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の機関の活動を監視するなどの任務を担当している。

ＵＮＩＤＯは非常に多くの種類の工業統計を用いているが独自の統計部をもっているわけ

ではない。ＵＮＩＤＯが使用する統計データの多くは，国連統計局によって集められⅢ加工

されたものである。国連統計局は，１９７２年には，専門職12人月分を予算からＵＮＩＤＯ

に支出した。しかしながら，これらのデータは，世界，とくに発展途上国の工業発展の

現状を検討し,分析するために，調査課，工業政策部，企画部が利用する。この結果は国連

刊行物としてエ業開発調査（IndustrialDeve]opmentSurvey）の中に毎年公表されている。

国連開発計画（ＵＮＤＰ）国連開発計画は，拡大技術援助計画と国連特別基金とを.合併

して，開発途上諸国に技術援助を提供する目的で１９６６年に設立された。援助を受ける側の

政府及び他の国連家族と協力して，ＵＮＤＰは訓練，研究そして他の機関を強化するため

のプロジェクトを実行し，早期に投資決定するために計画される資源調査と実行可能性の研

究を行なう。ＵＮＤＰの活動は，加盟国政府からの拠出誓約によって賄われている。

ＵＮＤＰとその前身の両機関が与えてきた技術援助は，増加の一途をたどり，１９５９年か

ら１９７２年までの間におよそ20億ドルにのぼる。１９７２年だけをとっても，ＵＮＤｐからの

プロジェクトへの支出は，２億7,400万ドルにのぼった.ＵＮＤＰからの援助資金は，大部

分受け容れ国によって，現金と現物とに適切に配分される。１９７２年末で，7,000以上のプ

ロジェクトが遂行中であった。

ＵＮＤＰの理事会は，各開発途上国ごとに１９７２年から１９７６年の間に各国が使用するこ

とのできる計画資金を示す計画数値を承認した。開発途上国政府は，国連システムと共同し

て，利用可能な資金の充用計画を部門ごとに詳細に規定した国の計画を作成した。

当初から，ＵＮＤＰはかなりの数の国及び地域の統計プロジェクトや計画に資金援助を

与えてきた。これらのプロジェクトの中には，いろいろな統計の分野における訓練計画，現

在行なわれている国の統計事業を確立することや強化することが含まれている。国の統計を

改善し，統計データを収集,加工,普及するうえでのよりよい制度を作り出すために,いろいろ

なプロジェクト探究されてきた。ＵＮＤＰは，国の統計のコンピューター化のためにはわず

かしか資金援助をしていない。

ＵＮＤＰは，所属の管理情報サービス部（ＭＩＳ）を通してその計画のいろいろな側面に

ついての統計を公表している。それらのデータは，もともとはＵＮＤＰ内部及びその理事

会に所属する部局で使うために作られている。しかしながら，この情報がひとたび公表され

れば，国連家族諸機関の内外を問わず，その他の関心をもっている人々にも利用可能となる。

このデータは，プロジェクトの予算や支出，国の計画データ,その分野で活動している専門

家，資金をうけた団体および投資の遂行報告といった事柄を網羅している。ＭＩＳによって
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編集される統計は，ＵＮＤＰの計画の内容だけでなく，その過去の傾向をもわれわれに教え

てくれる。

脚注

ｌ社会経済理事会第２会期公式記録，サプルメント３，統計委員会報告，第Ⅱ章，15-20節，

２アジア太平洋経済社会委員会（ＥＳＣＡＰ）という名称は，１９７４年８月１日の経済社

会理事会の決議１８９５（ＬＶＩＩ）に従ってアジア極東経済委員会（ＥＣＡＦＥ),という

名称から変史されたものである。

３アジア極東経済委員会（現在のアジア太平洋経済社会委員会）は，１９７４年４月５日の

決議１４３（ＸＸＸ）において，その機構の合理化の際にアジア統計家会議に代えて，統計

についての委員会を創設した。

４国連刊行物，セールスナンバー，６４ⅡＦ、８．

５国連刊行物，セールスナンバー６３Ⅱ，Ｆ’８

６総会公式記録，第28会期，サプルメント６第Ⅲ部第７節パラグラフ７．６１－７．８８

７国連刊行物，セールスナンバーＥ，７３．ＸＶⅢ１１

８国趣刊行物，セールスナンバー，Ｅ、７３．ＸＶｍ５

９国連刊行物，セールスナンバー，Ｅ、７３．ＸＶⅡ、８

１０国連刊行物，セールスナンバー，Ｅ、７３．ＸＶｍ２

１１国連刊行物，セールスナンバー，Ｅ、Ｆ、７３．ＸＶｕ４

１２第Ⅲ部は住宅センサスのテーマと製表（国連刊行物，セールスナンバー，Ｅ，７０．ＸＶＬ

６）そして第VI部は人ロと住宅センサスとの関連でのサンプリング（国連刊行物，セ

ールスナンバー，Ｅ、７０．ＸＶｍ９）

１３国運刊行物，セールスナンバー，Ｅ、７０．ＸＶⅡ７

１４国運刊行物，セールスナンバー，Ｅ、７３．ＸＶｍ９

１５ベイルートで数年間にわたって機能してきた小さな地域社会局が１９６３年に経済社会部

の国連ベイルート経済社会局（ＵＮＥＳＯＢ）として知られている特別の組織に改組され

た。1972年には準統計局部員が最初に配置されて小統計単位が創立された。経済社会理事

会はその１８７８会期において１８１８（ＬＶ）を採択し，これによって酉アジア経済委員会

（ＥＣＷＡ）が創設された。それは国連ベイルート経済社会局を合同してロ１９７４年１月

から動きはじめた。統計におけるＵＮＥＳＯＢの仕事をＥＣＷＡが継続し拡大していくも

のと考えられる。この節の資料としては１９７３年までのものが用意されたので，地域委員

会の統計部の検討は当時存在した４つに限定されている。
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附属資料の②

国の統計家は他の国の彼らの仲間と論文や

出版物を交換したのであったし，今日では，

ほとんどの国の統計局が外国の統計事業に

よる統計出版物を収集している。１９１９年

から１９３９年にかけての時期には，国際的

な努力によってかなりの進歩があった。し

かし，第２次世界大戦ののちに，国際連合

がそれらの活動の中心になるまではう国際

統計を発展させる強い推進力はなかった。

そして，各国間の経済的相互依存が現実の

ものとなったこと，国民経済と世界経済の

両者を形づくる基礎の力の性格を理解する

必要，それとともに経済発展という目的に

むけてともに行動しようとする各国の意思

とが，この過程を速めた。この結果，実際

にはすべての国が国連の統計局，専門機関

および統計委員会とつながりをもつ統計局

をつくった｡この整備は，先見の明のあっ

た１８５３年の会議への参加者たちを満足さ

せることは確かであろう。この関係を通じ

て，方法，概念，定義そして分類について

の国際的勧告が継続して実施されているの

である。

現在，国際統計の整備が特に重要なのは，

二つの主たる理由による。何よりもまず，

経済，社会現象の分析において統計の役割

がますます認められるようになったことが

ある。一国が他の国の統計や種々の配列の

国際統計から入手することができるように

なるにつれて，国際統計機関は国際的に承

認された統計標準を提供するようますます

要求されるにいたった。この統計標準は，

序 ロ

この手引きが，その案内役になろうとし

ている複雑な国際統計制度は，１２０年以上

にもわたって発展してきた。国際統計活動

は1853年にロンドンで開かれた第1回万国

統計会議に始まったといってよい。ここで

アドルフ・ケトレーは次のように宣言した。

「との会議は統計学に新しい時期をひらく

であろう。統計学は，年上の他の諸科学と

同じ局面，すなわち，共通語をもち，研究

作業に統一性と正確性をとり入れることの

必要性を理解した局面に入るのである。わ

れわれは，自らの高貴な使命を成功的にな

しとげることができるし，われわれもまた，

科学の前進と人間性の大義に対して貢献す

ることができるのである」。との会議の結

論の一つは，各国が中央統計委員会を設立

すべきことであった。そして各国の統計委

員会は万国会議に所属する。会議の特別な

任務は，相異なる国々で発表される統計を

比較可能にすることであった。

1870年代に万国統計会議が解散した

後には，1885年に設立された国際統計協

会が，国際統計の焦点として発展した。第

１次世界大戦の後には，国際連盟が国際統

計の収集と普及にたづさわる主要機関にな

った。

進歩は速くはなかったが，一つの伝統が

つくられた。この伝統にしたがって，ある
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国の資料の比較が可能になるように改善す

るために，そして世界の合計と諸国に関し

て種々のグルーピングごとの合計を示式よ

り広い範囲にわたる経済と社会の資料を用

意するために必要なのである。これらの合

計数の中での一国の構成部分が，生産，人

口,所得等についての各国の位置を示す｡統

計は，各国の，経済と社会状態についての

外生変数を確認し測定すること，それとと

もに国際制度の内部での討論や同意のため

に役だつこと，を要求されている。第二に，

発展途上諸国が統計の分野で自らの能力を

強化するために，統計の技術援助を要請す

る数が大巾に蝋えてきたことがある。１K|際

統計機関は，発展途上国が資料を収集し普

及することを助ける方法論的な出版物を川

意すること，そして人口センサスや国民勘

定そしてデータ処理技術などの多くの分野に

おいて専門家を提供することを通じて，多

くの発展途上凶が統計作業を改善し拡大す

ることを助けている。先に述べたとおり，

この手引きは，このかなり複雑な国際統計制

度へのガイドブックとして役立とうとする

ものである。

国際的な統計努力の大きさは1973年に国

連システムだけで統計活動に3000万ＵＳド

ル以上を投入しており，その半分以上が統

計の技術的援助に直接あてられているという

事実をもって特徴づけうる。さらに経済協力

開発機構や相互経済援助会議等といった組

織によって統計のために多くの資金が投じら

れている。７０年代そして80年代の20年間に

国際統計情報への滞要が減少するというこ

とはありそうにない。幸いにも現代のコン

ピューター技術の応用によって予想される

蒜要に応える努力も容易になるであろう。

しかしながら，統計利用のためにより高度

なコンピューターを備え付けることが唯一

の秤なのではない。さらに，川際統計にお

いての協同作業の水準を高めるためにあら

ゆる関係者の共同の努力が必要なのである。

この努力は国連システムだけではなく他の

|｣Ｉ際機関や政府もかかわるものである。こ

の手引きは一般的なガイドブックとして役

立つことを期待されているのだが，さらに

国際統計制度全体を見渡しまた案内役とな

る義務を負っている国連の統計委員会の勧

告にしたがって，国際協力下の努力を激励

し促進することを望まれている。

これと関連して，国連の経済社会理事会

が統計委員会の第１５会期（1968年）の勧告

にもとづいて決議１３０６（ＸＵＶ)を採択し

たことにふれなくてはならない，この決議

は，諸国際統計計画の間に,思慮深くバラ

ンスをとることを，種々の王題に照応させ

ることの強調と，国連とその専門機関の

統計における地域的活動との向方を考慮に

入れて，狙ったものである。この決議は特

に，国連の事務総長に対して専門機関の執

行部と協力することを要請して次のように

述べている。すなわち「長期計１ｍに基き総

合化され，調整された国際統計計画の発展

を確かなものとするためにその準備をすす

めるべきこと………これによって'先進国

、

ｂ
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でも発展途上国でも，凶の統計制度を効率

的なものにすることとともに，国際的なレ

ベルで資金を効果的に使用することに貢献

すべきこと」。

統計委員会は国際統計活動の長期計画の

ためには次の二つの主要な手段が用いられ

るべきとみていた。すなわち，

（a）委員会の各会期に，選択された広い

統計政策の対象の見地から主要な統計計画

をリストした簡明で政策に対応した提案。

（ｂ）囚述システム内の統計事業の機構‘

責任，機能についての十分な情報をふく

み，各機関が作っている統計系列と採用さ

れている統計標準との１，１１万によって示され

た現在作られている国際統計についてのリ

ストをふくむ国際統計の手引き。

より多くの情報に対する要求に応えるた

めに，この手引きは，倣域が限定されてい

るが同じ性格をもついくつかの以前の刊行

物から発腱してきたものなのである。国

際機関の作成する統計系列のリスト（A

ListofStatisticalSeriesCoU1ectedby
lnternationalOrganizations)は1951年に

国連の統計局が発行し，その改訂版は１９５５

年に出されｆＨこれらリストは通常の方法

で用意されたものであったのに対し，この

手引きのための喧大にふえたリストの準備

にあたっては，コンピューターの利用が可

能となった。これはリストの準備を容易に

しただけでなく，広いカバレージを維持す

ることを１J能にした。もう一つの先行した

文献は国連統計局が1955年に，その改訂版

|ま1960年に刊行した統計の国際標準の手

引き（DirectoryoflnternationalSt

anderdsbrStatistics)であ製４１

今回の手引きの一般的概略については，

国連統計局と専門機関の統計事業について

の代表者達が1969年１０月８日，９日にジュ

ネーヴでの会議に検討した。参加者たちは

この計画された評物を作成するのに必要な

資料を用意することに同選した。国連の統

計局はこの手引きの草案を用意し，これを

他の諸機関に提出し，吟味と論評を求めた。

それらの論評にもとづいて改善されたもの

が用意され,1973年の春に二度目の批評をう

けた。この手引きは1973年の改訂にもとづ

いて用意されたものであるが，第四部に関

しては1974年を通じてひきつづき最新のも

のにされた。この手引きのための資料はす

べて，この目的のために作られたコンピュ

ーター・ファイルの中に読み込まれ，この

ファイルを利用してこの手引きは用怠され

たのである。この手引きは機械による読み

が可能な形で保持されているので，本文，

リストないしは索引の変史や更新は非常に

簡単に行ないうるものとなっている。編集

責任は，国迎の統計委員会にあるが，この

手引きはあるあらゆる関係機関の本当に協

同の努力のたまものである。

この手引きにふくまれている情報は全般

的には1973年のものである。しかしこの手

引きの４つの部の各々の冒頭にある説Iﾘ]ノ

ートないしその他の該当個所にも示したと

おり，データが多少とも岐近のものである

＝9

▽
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ステムの諸機関の統計事業に焦点を合わせ

ている。叙述は種々の機関の統計活動のほ

かに，統計事業がその中で行なわれている

かなり複雑な制度的枠組み，それら諸活動

と職員の配置に関する管理機関，運営費，

そして他の組織に関する情報にも及ぶ。国

連の統計委員会のような種々の統計機関の

付託条項も示されている。国際統計活動の

調整や統計の技術援助のためのとり決めを

ふくめて，関連諸機関の間の相互関係も論

じられる。

第一の狙いは，国連システムの内部で行

なわれている統計事業を全体にわたって描

写することである。この論評においては国

連統計制度が種々のタイプの各国統計制度

と対比される。そして国際統計制度の三つ

の異なった構成部分が論評される。最初に

国連の管理機関の機構と機能が吟味され，

統計委員会のほか三つの地域統計家会議の

役割も論じられる。第二に国連の統計事業

が検討され，これにひきつづいて各専門機

関とガットの統計責任と統計事業がそれぞ

れ吟味される。次に調整のための法的枠組

み，種々の調整機関と調整の諸形態が論じ

られ，さらに統計における技術援助活動が

えがかれる。また第一部では，国連家族の

機関ではないが，実質的に国際統計に貢献

している相互経済援助会議（ＣＭＥＡ)，経

済協力開発機構（ＯＥＣＤ)の統計活動，ヨ

ーロッパ共同体の統計局（ＳＯＥＣ)，米州

統計協会（ＩＡＳＩ)の統計活動についても

簡単に叙述されている．

場合もある。

この手引きは，一般的には国際統計の利

用者に直接関連する情報をふくむことを目

的とし，特殊的には国際統計の総合的長期

計画を調整し作成するものとして企画されたｄ

したがって,包括の度合いにおいては若干の

限界がある。例えば，第一部は国連システ

ム内部の専門機関のすべてについて，また

実施されているあらゆる統計活動について

のことごとくの１情報をふくむものではない。

また国連システムの外部の統計業務に関し

ては内容のある統計活動を行なっているほ

んのわずかの機関だけが第一部でとりあげ

られているにとどまる。

本書の利用者からのコメントを編集者は

歓迎する。これによってこのガイドブック

がさらに改善されることを期待するもので

ある。

①

＜脚注＞

(1)ＳＴ／STAT／SER.Ｍ／１１

(2)UnitedNationspublication,Ｓａｌｅｓ

ＮＵ５５ＸⅥ１．６

(3)UnitedNationspublication,SaIes

Ih55．ＸⅥ１．４

(4)UnitedNationspublicationSales

N０６０．ＸⅥ１．５

附属資料１の③

、

説明ノート

第一部

手引きのこの部は，主として国際連合シ
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料の価値と質とは大きくその作成方法に依

存しているので，これは最も重要な要素で

ある。

国際的統計の概念，標準，勧告は，実際

のところすべての場合，一対をなす目標を

達成するように設計されている。これらの

勧告が履行されるなら，各国でより信頼性

をもち比較の可能な統計資料が作成される

はずである。さらにこの国際比較可能性が

より大きければ,資料の『世界全体あるいは

地域についての集計が容易になる。これら

の理由によって，統計委員会は，その発足

:以来このかた統計の内的並びに外延的な比

較可能性を高めることの重要性に関心をも

ち続けてきた。

統計方法に関する情報は二章にわかれて

いる。第Ｉ章には，概念，分類，標準，勧

告のアルファベットl閥のリストを,それが掲

載されている方法論についての刊行物の参

照とともにのせてある。第Ⅱ章では方法論

についての刊行物自体の，包括的で簡潔な

文献目録が与えられる。

大部分の'情報が1973年までのものである。

第二部

手引きのこの部は国際統計制度の産物の

重要な部分，すなわち国連システムの諸機

関が定期的に提供する統計資料，について

の詳細な描写をふくむ。

各々の統計系列に関して次の情報を示す

記入事項が与えられている。すなわち，問

題の系列の名称，これを提供している国際

統計機関の名称，これを掲載している出版

物の名称，その系列の頻度，またその系列

を機械が読むことのできる形になっている

場合にはそのデータベースの番号。

系列は主題ごとにリストされている｡,系

列のリストの目次は利用者が特別に関心を

もっている主題の領域への案内となるよう

に準備されている。この系列のリストに使

われている略語は目次の次にある。定期的

に統計を提供する定期刊行物についての簡

単な叙述と文献照会が系列リストの次にあ

る。

手引きのこの部は大部分が1973年までの

ものである。

壱

第四部

国際統計の過去10年間の最も重要な発展

の一つは，国連システム内でのコンピュー

ターの利用の増大である。コンピューター

技術の応用は，経済及び社会分野において

ほんの10年前には実行しえなかった種類の

研究や分析を可能にした。これに判って,国

連の多くの部局また専門機関において，銃

第三部

手引きの第一部では国際統計事業につい

て述べ，第二部では国連システムの内部の

諸機関が作成している統計系列のリストを

示したが，この第三部では国際統計の方法

についての情報をとりあげる。国際的な資

－３７－



●

計活動，調査，分析の再調整が行なわれつ

つある。さらに，コンピューターの利用に

よってより包括的で速やかな報告の作成が

可能となり，行政的作業の効率が増大した。

国連システムの中でのコンピューター活

動と調整を全体的に論評することは統計の

手引きとしてのこの刊行物の範囲をはるか

にこえる。したがってのここでの論議は経

済と社会についての統計のデータベースの

目録（第Ｉ章)，それら国際諸機関が使用

するコンピューターの構成をふくめてのコ

ンピューターの設備のリスト（第Ⅱ章〉，

および機関の間でのコンピューターの調整

についての論議（第Ⅲ章）に限定されてい

る。

手引きのこの部でとりあげられている情

報は，先の諸部，とくに国際的な統計系列

のリストをふくむ第二部を補足するもので

ある。しかし，これは，国際統計における

機関の調整についての叙述をふくむ第一部

と国際統計の方法と標準を扱っている第三

部とも関連している。与えられている情報

の大部分は1975年までのものである。

？
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附属資料２

国連統計委員会（要約）

H・Campion（１９５２，１０，１７，金曜日午前）

【DlCampion`TheStatisticalCommi‐

ssionoftheUnitedNations'，，Ｕｎｉｔｅｄ

Nations，、ReportandProceedingsof

theUnitedNationslnternationalSem‐

inaronStatisticalOrganization,，Stat‐

isticalpapersseriesM、Ｎｕｌ６（ＳａｌｅｓＮｑ

ｌ９５３ＸＶⅡ２）1953,ｐｐ４１～42〕】

緒言来年２月、国連統計委員会の第７

回会期が開かれる。初会合以来ほぼ６年経

つことになる。委員会が誕生してまだ６年

にすぎない。しかし官庁統計の作成方法を

議論できるなんらかの国際的な中央機関の

必要性は，政府が統計の収集を始めて以来

つねに必要とされてきた。

このような国際機関の必要性は、ここ約

25年のあいだにますます高まってきている。

大戦間には、統計専門家委員会が国際連盟

によって組織され、非常に重要な仕事をし

た。

国連統計委員会の創設１９４６年に、再

出発して国連内に統計委員会の創設を提案

する機会が訪れたとき、それまでの統計的

事項についての国際協力の過程で得られた

経験をもとに、委員会の規約や付託条項が

起草された。付託条項を起草した人々は最

初に次の三つの根拠を心にとめていた。

（a)国連事務局内に、委員会にたいして専

門的援助を与えることもできる強力な統計

機関を設けることが必要である。

（bl必要なぱあいには、統計的事項につい

ての委員会の勧告が政府の承認を得られる

ことを保証するいくつかの手段がなければ

ならない。このための最も好都合な方法は、

統計委員会を国連経済社会理事会の機能委

員会のひとつにすることである。

に)もし、委員会の構成員が政府の承認を

受けた、世界中のさまざまな国々から選ば

れた統計家であるなら、この委員会は国連

自体およびその諸機関にたいして統計の問

題についての助言を与える恰好の機関とな

る。

これらの根拠を念頭におきつつ、統計委

員会は経済社会理事会の「機能」委員会と

して１９４６年に創設された。

付託条項その付託条項は委員会が次の

点で「理事会を補佐する」としている。す

なわち「(a)国の統計の発展とそれらの比較

可能性の改善をはかること、（b溥門機関の

統計作業を調整すること,に)事務局の中枢的

統計業務を発展させること、(｡)統計情報の

や
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員会は技術的手引きを用意することを推奨

してきたし、サンプリングについての小委

員会を設け、専門家を派遣し、援助を必要

とする国々でセミナーを開いてきた。

(5)国の統計の発展とそれらの比較可能性

の改善これがおそらく委員会の最も重要

な付託条項であろう。統計家は比較可能な

形で統計を作成する努力をし、それに同意

しなければならない。委員会は新しい標準

についての同意を得、そして国際利用のた

めに統計家から支持をかくとくしてきた。

それはまた、いろいろな指数の作成に用い

られる技術的方法をも検討してきた。

委貝会の構成と組織委員会は15ケ国の

代表者から構成され、その人数は年によっ

て異なる。それは緊急に何らかの行動がと

られるべきであるかどうかを決定するため

に提起されたいろいろな事柄を討議し、必

要なばあいには行動の優先順位を議論

する。つぎにその結果が、他の諸国から意

見を聞くために、メモの形で配布される。

さらに、修正されたメモをもとに、決議の

草案が作られ、委員会は経済社会理事会に

その承認を求める。

収集、解釈および普及にかかわる一般的諸

問題について国連の諸機関に助言を与える

こと、（e)統計および統計的方法一般の改善

を促進すること」。

これら付託条項のそれぞれに関してなさ

れた仕事について、委員会が注目した順序

で若干述べておこう。

（1厚務局の中枢統計サービスの発展国

連統計局の仕事については、すでにLeona

rd氏が述べた。

（2統計情組の収集、解釈および普及に関

する一般的問題についての国連賭機関への

助官

第一回会期において委員会は、戦時中に

散逸してしまった統計情報を、国連が各国

から再び収集しはじめるよう保証すること

を、とくに重要視した。国連および専門機

関が国際的な経済的、社会的情況について

の包括的な統計を発表していないことにつ

いて，現在大きな不満はないように私にＩま

には思われる。

（3Nr門機関の統計作業の煩整統計委員

会は、国際機関による作業の重複をできる

かぎり排除するための特殊な責任を負って

いる。しかし委員会はまた，統計の全て

の分野にわたって釣合のとれた発展にも大

きな関心を払っている。

（4賦叶および統計的方法一般の改善い

ろいろな種類の統計を集めるさいに用いら

れる技術的方法を世界中の統計家に教える

ことが、おそらくは委員会の最も有効な利

用方法のひとつであろう。このために、委

の
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